
一般社団法人 神奈川県経営者協会

場  所 参加費
（テキスト代・税込）

講 師

【申込方法】 ・以下の申込書にご記入の上FAXにてお申し込みいただくか、ホームページの「募集中のセミナー」からお申し込み下さい。

【注意事項】

【お振込先】 ・銀行振込(横浜銀行本店当座0003333)、または郵便振替(00210-7-2389)。《口座名義》ｼｬ)ｶﾅｶﾞﾜｹﾝｹｲｴｲｼｬｷｮｳｶｲ

申込FAX送信先：045-671-7087 2019年　　　　月　　　　日

〆切日：9月6日(金) hp

FAX

申込講座に○印を付けてください

第1講 ・ 第2講 ・ 第3講

第1講 ・ 第2講 ・ 第3講

第1講 ・ 第2講 ・ 第3講

※ご質問があれば事前に承りますので下欄にご記入ください。(講義内のQ&Aで回答させていただきますが、全てに回答できない場合もあります。社名は公表いたしません)

上記の通り　　　　　名参加。参加費合計　　　　　　　　　　　　円は　イ)銀行振込、ロ)郵便振替、ハ)当日持参　いたします。

　　　  　　　

参加者氏名 参加者所属 参加者役職

〒

申込者氏名 申込者所属役職 申込者E-mail

会社事業所名 該当する研究会名もしくはいずれかに○印

(　　　　　　　　　　　　　)研究会員 ・ 会員 ・ 非会員

住所 TEL

押本　靖貴　氏　　 　　 1回につき1,000円割引させていただきます。(ご登録者のみ)

・参加証は発行いたしませんので、当日会場へ直接お越しください。締め切り後のキャンセルは、キャンセル料（全額）を申し受けますので予めご了承下さい。

(一社)神奈川県経営者協会　〒231-0023 横浜市中区山下町2番地 産業貿易センタービル7F　TEL.045-671-7060,　FAX.045-671-7087　担当：深澤

👍ホームページからも申し込めるようになりました！　http://www.kana-keikyo.jp

『労務管理実践基礎講座』申込書

（横浜市中区山下町2　産業貿易ｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ B1F） 　非会員：単講 5,000円、全講 14,000円

　特定社会保険労務士 　※労働法研究会員、労使関係研究会員、人事制度研究会員、教育研究会員は

13:30～17:00 Ⅵ．労働保険・社会保険<リスク

マネジメント>

１．労災保険　２．労働安全衛生法　３．雇用保険　４．健康保険　５．厚生

年金保険　６．社会保険・雇用保険の適用拡大（その問題点と対応）

産業貿易センタービル　地下1階　B102号室 　会員　 ：単講 3,000円、全講   8,000円

13:30～17:00
Ⅳ．賃金<同一労働同一賃金>

１．賃金とは　２．最低賃金法　３．賃金の支払い　４．平均賃金、休業手当

５．割増賃金（定額残業代の問題点）　６．未払賃金の立替払制度　７．同一

労働同一賃金（ガイドラインと最近の最高裁判決：長澤運輸事件等）

Ⅴ．労働時間、休日、休暇、休憩、

休職など<ワークライフバランス>

１．労働時間とは　２．法定労働時間と所定労働時間　３．時間外労働と36協定（残

業の上限規制と新書式）４．法定休日と所定休日、休暇　５．振替休日と代休　６．年

次有給休暇（取得義務化）　７．勤務間インターバル　８．面接指導とストレスチェック

第3講
2019年9月26日(木)

13:30～17:00
Ⅱ．雇用形態の多様化と関連法

規<均衡待遇・均等待遇>

１．労働基準法（改正）　２．育児介護休業法　３．雇用機会均等法　４．

パートタイム・有期雇用労働法（改正・名称変更）　５．労働者派遣法（改正）

６．個別労働関係紛争解決促進法（労働紛争の解決）

Ⅲ．労務管理の流れ<募集・採用から

配転・出向・転籍、解雇・退職まで>

１．募集・採用、内定、試用期間　２．労働条件の明示、就業規則　３．労働条件の不

利益変更　４．配転、出向と転籍　５．服務規律と懲戒、損害賠償　６．解雇と退職

７．無期契約への転換　８．差別とハラスメント（職場マネジメントの一環）

第2講
2019年9月18日(水)

経営者、人事･労務･総務ほか管理部門の責任者および担当者　各位

日時 テーマ 主な内容

Ⅰ．労働法の基礎知識<雇用環

境の変化と働き方改革>

１．雇用環境の変化（職場マネジメントのあり方）　２．労働行政の変化（働き方

改革）　３．労働法の体系　４．労働基準法と労働契約法　５．労働条件の決

定・変更　６．労働者と使用者（名ばかり管理職問題）

第1講
2019年9月10日(火)

当講座は、人事・労務管理における基礎知識からトラブルを未然に防ぐための理論武装に至るまで、短時間で幅広く実践的に学べる全

3回の基礎講座です。特に「働き方改革」に伴う労働法の大改正により施行される各規制内容の変更点や留意しておくべき点等を踏まえ、

実際に現場で起こっている、あるいは今後起こりうる、様々な労務問題について分かりやすく解説いたします。


